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温室効果ガス排出削減は，副次的に大気汚染物質（PM2.5および対流圏オゾン）濃度低下をもたらし，健

康被害低減の便益があるとされる．死亡者数の削減便益は一般に死亡者の特性に依らず共通に評価する指

標である VSL(Value of Statistical Life)により金銭化されるが，将来の高齢化に伴い死亡者の余命を加味する
指標である VSLY(Value of Statistical Life Year)を用いた推計値の差の増大が見込まれる．本研究では将来排
出経路に基づき気候緩和策がもたらす健康コベネフィットの経済価値を二つの手法を用いて評価し比較し

た．結果，VSLY を用いると全世界で約 41%推定便益が減少し，特に高齢化が深刻化する地域において減
少率は大きかった．これを踏まえ，各地域の年齢構成の特性や高齢化の進度による便益減少を加味したう

えでの慎重な政策検討が必要になる可能性があると考えられた． 
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1. はじめに 
 
 IPCC 第 6 次評価報告書 1)によると，気候変動緩和の

ために GHG 排出削減を行うと，様々な共便益（以下，

コベネフィット）が得られるとされ，その主要な一つと

して大気汚染物質 PM2.5と対流圏オゾン（以下，オゾン）

濃度低下に伴う健康被害低減が挙げられる．この便益評

価は，1.5℃目標を達成するシナリオにおいて 2020 年か
ら 2050 年まで削減努力を継続させた場合、70～80 兆
US$規模になることが推計されている 2)． 
早期死亡の金銭換算には，一般に 2種類の手法が頻用

される．それは，統計的生命価値（Value of Statistical Life; 
VSL）または統計的生命年価値（Value of Statistical Life 
Year; VSLY）を用いる方法である．これらは，死亡リス
クの限界的変化に対する個人の支払い意思額（WTP; 
Willingness To Pay）に基づいて計算され，大気汚染によ
る間接コスト（例：生産性損失）の他，直接的な医療コ

スト（例：治療費，入院費），非医療コスト（例：交通

費），無形のコスト（例：疾患の苦痛）を含む．VSLは，
死亡回避に対する個人のWTPの総和により計算される．

次に VSLY は，1 年の余命損失回避に対する WTP の総
和と定義され，高齢人口が平均的な人口より残存年数が

短いことを反映し，より低いWTP推定値が適用される．
将来の世界的な高齢化の進展予測を踏まえると，政策に

伴う回避死亡に占める高齢者の割合は増加することが予

想される．ほとんどの気候緩和策のコベネフィットを調

べた既往研究 3)では，VSLを用いて将来の健康影響を金
銭換算しているが，政策がもたらす便益を推定する上で

過大評価に繋がる可能性がある．これらの研究では，VSL
を用いた場合にアジアを代表とする多くの地域で気候緩

和策（GHG削減）自体にかかるコストを健康便益が上回
ることを示唆しているが，VSLY を用いた場合にどう定

量化されるかは検証されていない． 
以上の背景から，本研究では世界全域を対象として

GHG 削減に伴う早期死亡回避のコベネフィットを従来

のVSLと新規にVSLYを用いて金銭換算するとともに，
気候緩和策の費用便益分析を行う．これにより，気候緩

和策がもたらす健康コベネフィットが意味する経済的価

値の不確実性を評価することを目的とする． 
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2. 手法 
 
(1) 手法の概要 

本研究では，気候緩和策実施条件の異なる複数の大気

汚染物質排出量データおよび気象条件データをもとに，

化学輸送モデル GEOS-Chem4)を用いて，PM2.5 とオゾン

年平均濃度を 0.5°×0.5°のグリッド解像度で計算した．
次に健康影響関数により，PM2.5およびオゾンに起因する

死亡者数を算出した．次に，VSLまたはVSLYにより死
亡者数を 2つの手法により金銭換算する．最後に，得ら
れたグリッドでの結果を国ごとに集約し，経済コストの

不確実性を分析する．また排出削減に必要な費用と便益

を比較する． 
 

(2) GEOS-Chem 

 PM2.5と対流圏オゾン濃度を算出するため，本研究では

GEOS-Chemを用いて計算を行った．なお，入力した大気
汚染物質排出量データは，後述の排出シナリオの地域別

排出量をAIM/DSモデル 5)により 0.5°×0.5°にダウンスケ
ールしたものを用いた．  
a)  オゾン指標濃度（PSMDA8）の計算 
 GBD2019では，健康影響をもたらすオゾン濃度指標と
して，連続した季節6か月の最大日8時間平均濃度（Peak-
Seasonal Maximum of Daily 8 hour Average; PSMDA8）を定
義している．そこでオゾン濃度の 1時間値から，当該時
刻を含む後 8時間値を計算し，PSMDA8を算定した． 
 
(3) 健康影響の算出方法 

a) 死亡者数の算出 

 PM2.5由来の超過死亡者数を算出する際には，健康影響

関数が用いられる．ここでは世界疾病負担研究（Global 

Burden of Disease; GBD）などの推計に広く一般に用いら

れる IER (Integrated Exposure-Response model)と屋外大

気汚染に特化して開発された GEMM (Global Ex-posure 

Mortality Model)を用いて死亡者数を 2 通りの方法で算

出した．関数ごとの開発経緯と評価およびパラメータ・

閾値はBurnett et al. 6)7)を参照されたい．   
 次に，オゾンに起因する相対リスクRRを，式(1)の対

数線形関数を用いて PSMDA8濃度 z (µg/m3)，閾値 z_cf 

(µg/m3)，パラメータβから計算した．対数線形関数は、

Pope et al.8)によって疫学研究に基づく初期の開発努力が

なされて以降、幅広い研究において一般に用いられる関

数である。ここではTurner et al. 9)に従い，β=0.007696 

とした． 

 

𝑅𝑅(z) =  exp (𝛽(𝑧 − 𝑧𝑐𝑓)) (1) 
 

次に式(3)により関数別に死亡者数を算出する． 
 

𝑀𝑖 =  ∑ 𝑃𝑗 × 𝐵𝑗,𝑘,𝑙 ×
𝑅𝑅𝑖,𝑗,𝑘,𝑙 − 1

𝑅𝑅𝑖,𝑗,𝑘,𝑙

 
𝑗,𝑘,𝑙

(2) 

 
M：死亡者数（人） 

P：グリッド人口（人） 
B：ベースライン死亡割合（人/人） 

 
 ここでは人口，ベースライン死亡割合および RR を用
いて表される超過死亡の割合の積をとることでグリッド

死亡者数を計算し，各疾患および各年齢階級の総和をと

るとともにグリッドをOECD、中東・アフリカ、ラテン
アメリカ、アジア、旧ソ連諸国の 5地域に集約した．こ
の 5地域区分は後述の排出シナリオにおける地域別排出
量の算出に用いられたものである．グリッド人口はシナ

リオの国別人口推計値を0.5°×0.5°グリッドにダウンスケ
ールしたデータを利用した． またここでのベースライン
死亡割合とは，人口当たりの大気汚染に依らない死亡者

数の割合を指す．本研究では国・疾患・年齢階級別の 2015
年におけるデータを IHME10)より引用し，将来年におけ

るデータを IFs11)より引用した．計算の際には，国別の値

が国ごとの全てグリッドにおいて等しいと仮定した．  

 
(4)  金銭換算プロセス 

VSLおよびVSLYと，それらを用いて大気汚染に起因
する総経済負担を表す VSL_EC，VSLY_EC は以下の式

(3)から(6)により計算される．この計算式および使用し

た値はYin et al. 12)に基づく． 
 

𝑉𝑆𝐿𝑐,𝑦 =  𝑊𝑇𝑃𝑂𝐸𝐶𝐷 × (
𝐺𝐷𝑃𝑃𝐶𝑐,𝑦

𝐺𝐷𝑃𝑃𝐶𝑂𝐸𝐶𝐷,𝑦

)

𝑖

(3) 

𝑉𝑆𝐿_𝐸𝐶𝑐,𝑦 =  𝑀𝑂𝐸𝐶𝐷,𝑦 × 𝑉𝑆𝐿𝑐,𝑦 (4) 

𝑉𝑆𝐿𝑌𝑐,𝑦 =  𝑉𝑆𝐿𝑐,𝑦 ×  
𝑟𝑐

1 − (1 + 𝑟𝑐)−𝐿𝐸𝑐,𝑦
(5) 

𝑉𝑆𝐿𝑌_𝐸𝐶𝑐,𝑦 =  𝑀𝑂𝐸𝐶𝐷,𝑦 × ∑
𝑉𝑆𝐿𝑌𝑐,𝑦,𝑙+𝑡

(1 + 𝑟)𝑡

𝐿𝐸𝑐,𝑦,𝑙−1

𝑡=0
(6) 

 
M: 死亡者数（人），LE: 期待余命（年） 

GDPPC: 1人あたりGDP (/人/年) 
i: 所得弾力性，r：割引率，c: 国， y: 年，l: 年齢階級 
 

式(3)において，WTPは OECD 諸国を対象にして推定

された 354万US$を用いた．式(5)において，基本VSLY

は，VSLに年間分割償還率を乗じて算出される．さらに，

式(6)から，VSLY_ECは，各死亡集団の 1回の死亡によっ

て失われる生命価値（各年の喪失の経済価値の合計）に
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よって計算される．所得弾力性はOECD諸国が 0.8，その

他の中低所得国が 1.2として計算し，VSLYの計算で仮定

した割引率も同様に OECD 諸国が 4％，その他の中低所

得国が 6％である．すべての生産高の単位は 2010年PPP

調整済みUSドルである． 

 

(5)  気候緩和に必要な費用との比較 

本研究では，気候緩和策によって得られる便益が必要

な費用に対しどの程度の大きさになるのかの参考値とし

て、気候緩和策実施による費用として単年の地域別GDP
損失を用いて比較した。なお、West et al.3)は気候緩和策に

おける単年の限界削減費用（炭素価格）と限界削減便益

を CO21 トンあたりでの比較を試みたが、手法・モデル
上の制約から費用は限界費用、便益は平均で評価してい

る．本研究では、厳密な比較を行えることに加え、マク

ロ経済全体への影響を計上できる費用として今回は

GDP損失を用いた比較を採用した． 

 

 

 

 

 

図-1 シナリオごとのCO2排出量（上段）およびBC，OC排出

量 (中段），NOx，硫黄 (Sulfur)，VOC排出量（下段） 

 

(6)  排出シナリオ 

本研究では気候緩和によるコベネフィットの金銭価値

について分析するため、排出量の大きいBaselineシナリ 
オ（以下，Baseline）と小さいMitigationシナリオ（以下， 
Mitigation）を用いた．Baseline は特に排出制約を設けな
い成り行きのシナリオ，Mitigationは全球平均気温上昇を 
1.5 度以内に抑える排出削減に相当する緩和シナリオを
用いた．これらのシナリオにおける地域別排出量は

Fujimori et al.13)のデータを用いた．なお，これらのシナリ

オでは気候変化による社会経済への影響は考慮していな

い．Baselineにおける大気汚染物質排出規制は、Mitigation
における気候緩和策が実施されてもそのまま維持される

と仮定している。したがって，BaselineとMitigationの大
気汚染物質排出量の違いは，Mitigationの気候緩和策にの
み起因するものとすることができる。それぞれのシナリ

オにおける人為起源のCO2および大気汚染物質排出量推

移は図-1に示した．緩和を行うと基本的に排出量が低下

する傾向にあるが，BC や OC の排出量は Mitigation が
Baselineの値を上回った．これは，土地利用部門の排出の
影響が大きいためであると考えられる．土地利用部門の

BC，OC 排出量は Mitigation が Baseline を上回る（図-1

中段，BC_Land-use，OC_Land-use）．これは気候緩和策
の実施により，世界全体で植林が増加し，森林火災に由

来するものが多く増加したためであると考えられる．な

お，エネルギー部門においてはそれらの排出量は緩和策

の実施により減少した (BC_Energy，OC_Energy)． 
 

 

3. 結果 

  

(1) 大気汚染濃度（PM2.5・オゾン） 

a) 観測値との比較 (2015年) 

本研究に用いたモデル濃度およびその評価は，渡邉ら 14)

の論文と同様であり詳細はそちらを参照されたい．渡邉ら
14)は，観測地点を最も近傍の0.5°×0.5°グリッドに対応させ，
そのグリッドにおけるモデル濃度と観測値を比較してい

る．比較の結果，全体的にオゾンは観測値よりも 5 ppbv前
後過大評価であり，PM2.5も 10 ppbv前後の過大評価であっ
たとしている．なお，過大評価の要因は，地域スケールの

濃度を正確に再現するためのインベントリ制度や気候・地

形データの精度に不十分な点があることの影響が大きい

と指摘している．しかし，これらの差異は本研究の結論に

大きな影響を及ぼすものではないと考えられるため，この

モデル濃度を本研究の推計に用いた． 
b)  将来シナリオにおける濃度 

図-2は PM2.5およびオゾンの 2050 年 Baseline に対する
2050年Mitigationの濃度変化量を表す．温室効果ガス排出 
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図-2  PM2.5（上段）およびオゾンPSMDA8（下段）濃度変化

（2050年Mitigation - 2050年Baseline） 

 

 

図-3 PM2.5およびオゾンによる世界全体の死亡者数推計値 

 

 
図-4 PM2.5に起因したVSLまたはVSLYを用いた早期死亡の

経済的価値の比較 

削減の副次的な影響として 2050年のBaselineと比較し，
2050年MitigationにおいてPM2.5濃度の低下が見られた．

濃度低下は主に途上国である中国やインドで大きく，ア

フリカなどの砂漠地帯では小さい．これは気候緩和策の

実施が主に人為起源の大気汚染物質排出量低下に繋がり

やすいことを反映していると考えられる．なお図-1によ

ると 2050 年において世界全体での OC と BC の濃度は
MitigationがBaselineを上回るが，PM2.5濃度はMitigation
が下回った．これは Mitigation における NOx や SOx，
VOC などの大気汚染物質の排出量減少の影響が大きい

ためであると考えられる． 
 
(2) シナリオごとの死亡者数推計値 

シナリオごとの PM2.5 およびオゾンに起因した世界全

体の死亡者数推計値を図-3 に示す．図-3 より，排出削減

を想定したMitigationでは，Baselineと比較し大気汚染濃
度低下により死亡者数が低下したことがわかる．  

2015 年における PM2.5 およびオゾンに起因する死亡
者数は、GEMMを用いた場合に 904万人と 52万人を記
録し、PM2.5 によるものが 94.5%を占めた。PM2.5 に起
因する死亡者数は、Burnett et al. 6)における推計値（890
万人）との整合性が担保された結果となった一方、

GBD2019 における推計値（32 万人）に対してやや過大
評価となった。これは、計算に用いている健康影響関数

および濃度の違いによるものが大きいと考えられる。し

かし、死亡者数は PM2.5に起因するものが支配的である
ことを踏まえると、本研究の方向性にさほど影響しない

と判断し、これらの値を用いて金銭換算の推計値を算出

した． 
 

(3) シナリオごとの金銭価値推計値 

2 つの関数を用いた，シナリオごとの VSL または

VSLY を用いた場合の世界全体の PM2.5に起因した死亡

の金銭価値推計値を図-4に示す．GEMM を用いた場合、

世界全体のVSL_ECとVSLY_ECは2050年において16.3
と 9.85兆US$と推計され、40%減少した． 
値の整合性について，Yin et al. 11)によると，2015年に

おけるGEMMによる同推計値は，それぞれUS2011$8.32
とUS2011$4.54兆と推計されており，本研究の推計値で
あるUS2010$10.2とUS2010$5.90兆に対し，23%と 30%
とやや過大評価が見られた結果となった．過大評価にな

った要因は，(1)節で述べた大気汚染濃度の違いが主に影
響していると考えられる 
 

(4) 地域別削減便益と費用 

以下図-5 に，特に 2050 年における緩和策の健康便益
と費用の比較結果を示す．結果の傾向の類似性から
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GEMMを用いた場合のみを示した．全ての計算年・地域

で VSLY を用いた場合に VSL と比較し便益推計値は減
少した．2050年においては、地域ごとに 31%～53%の減
少が見られた．図-5では，いずれの地域においても費用
が便益を大きく上回っている．GDP損失に対し、VSLお
よびVSLYを用いた場合の推計値は、世界全体で 41.7%
および 24.8%の値となった。地域別にみるとOECDでは
74.6%および 35.3%となり、最も費用に対する便益の割合
が大きく推計された結果となった．一方、いずれの地域

も費用を便益が下回り従来と異なる結果となった． 

表-1は，VSLに代替してVSLYを用いた場合の PM2.5と

オゾンの合算経済コストの地域別減少率と，25歳以上人
口に占める 65 歳以上人口の割合（高齢人口率と定義す
る）を表している．結果より、OECDのような高齢人口
率が高い地域ほど，減少率が大きくなりやすいことを示

唆している． 

 
図-5 地域別削減便益と費用（2050年）．グループ化された棒

グラフの左から順にVSLとVSLYを用いた場合の便益、

GDP損失を表す．PM2.5による推計値はGEMMを用いた

場合の値． 

 
表-1 減少率と高齢人口率 （括弧付き）（%） 

 
 2030年 2050年 2100年 

世界 
39.2  

(18.9) 
40.5 

(25.7) 
53.0 

(38.8) 

OECD 
49.6  

(30.6) 
52.7 

(36.8) 
62.2 

(47.5) 

中東・アフリカ 
28.5  

(10.3) 
30.7 

(14.6) 
45.8 

(28.5) 

ラテンアメリカ 
36.9 

 (19.4) 
40.5 

(28.5) 
55.4 

(45.5) 

アジア 
34.0  

(17.5) 
35.8 

(26.3) 
50.8 

(41.9) 

旧ソ連諸国 
32.9  

(23.2) 
33.2 

(28.7) 
43.3 

(42.1) 

4. 考察 
 

(1) 便益と費用の比較について 

a) 結果の解釈 

図-5において、2050年でGDP損失に対し便益がかな
り低く推計された．West et al.3)では、ほとんどの地域で費

用を便益が上回る異なる傾向を示したため、その要因に

ついて以下で考察する。前提として、West et al.3)は、緩和

シナリオとして代表濃度経路 RCP4.5 を用いて費用と便
益を比較している。RCP4.5 は、2100 年までに世界の放
射強制力を 4.5W/m2に安定化させる中位安定化緩和シナ

リオであり、2050 年における年間 CO2 排出量は、40～
50GtCO2を仮定している。本研究の同排出量は、約 1.7Gt 
CO2であり、燃料の電化や再エネ転換などの削減費用が

低く大気汚染物質排出削減量の大きな削減策に加え、

BECCSやDACを用いた比較的削減費用の高い一方大気
汚染物質排出削減量の少ない負の排出技術等が更に導入

されている。それにより、本研究の Mitigation シナリオ
においては、West et al.3)で用いたRCP4.5シナリオと比較
し費用に対する大気汚染物質の排出量および健康便益は

相対的に小さく推計されたことが考えられる。 
次に本研究の結果を踏まえ、高齢化が深刻な地域ほど，

便益評価には十分な注意が必要である．表-1の結果より，

VSLY を用いた場合の便益の減少率と高齢人口の割合に

はある程度の相関があると考えられる．これは、年齢ご

との期待余命を考慮した指標特性による影響が大きいと

予想される。この結果を踏まえ，特に高齢化の深刻化が

予測される地域では，VSLを用いた場合の便益の過大評
価に注意すべきであると考えられた． 
b) 手法の限界 

 本研究では，簡易的に限界削減便益ではなく平均便益

により比較したが，議論が必要である．前述のとおり、

早期に実施されるCO2削減策では同時に大気汚染物質が

大規模に軽減される可能性が高い一方，費用の比較的高

い削減策では大気汚染物質の大規模な排出削減はあまり

期待できない．そのためCO2削減量に対する便益曲線を

想定すると，削減量の増加に対し便益増加が緩やかにな

る可能性があり，その場合本研究の推定便益は過大評価

になる．単年ではなく累積の費用と便益の比較にこのよ

うな限界はなく，厳密な推定のためにはそれが課題であ

る．なお、本研究の主題である VSL と VSLY を用いた

場合の便益推計値の相関関係に及ぼす影響は微小である

と考えられる． 
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5. おわりに 

 

本研究では，気候緩和策がもたらす健康コベネフィッ

トが意味する経済的価値の不確実性を適切に評価するこ

とを目的とし，CO2排出削減に伴う早期死亡回避便益を

VSLとVSLYを用いて金銭換算するとともに，気候緩和
策の費用便益分析を行った．その結果，全ての年・地域

で VSLY を用いた場合に VSL と比較し便益推計値は減
少した．また高齢者の割合が多い地域ほど，VSLY を用

いることでVSLと比較し，緩和による濃度低下に伴う削
減便益の減少が確認された．各国は年齢構成を踏まえ，

健康便益の不確実性を考慮したうえで気候緩和策の意思

決定を検討すべきであると考えられた． 
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